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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第32期

第３四半期累計期間
第33期

第３四半期累計期間
第32期

会計期間
自 平成28年１月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年１月１日
至 平成29年９月30日

自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日

売上高 (千円) 4,955,087 5,247,511 6,807,982

経常利益 (千円) 561,536 654,039 791,933

四半期(当期)純利益 (千円) 344,222 436,775 489,739

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 700,328 700,328 700,328

発行済株式総数 (株) 2,978,200 2,978,200 2,978,200

純資産額 (千円) 3,746,848 4,211,528 3,892,366

総資産額 (千円) 5,087,338 5,708,349 5,138,197

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 117.15 148.65 166.68

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 40.00

自己資本比率 (％) 73.7 73.8 75.8
 

 

回次
第32期

第３四半期会計期間
第33期

第３四半期会計期間

会計期間
自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 18.87 54.14
 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有していないため、記載しておりません。
３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載してお
りません。

　    

２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容に重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。　
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第３四半期累計期間の工作機械業界は、日本工作機械工業会が発表した工作機械受注実績（平成29年１月１日

から平成29年９月30日まで）が前年同期比で26.1％増加し、外需内需ともに拡大基調が続いております。

こうした状況の中、当社の受注状況も国内を中心に好調となっており、受注額は前年同期を大幅に上回る水準で

推移しております。特に、産業機械関連企業や自動車関連企業からの活発な設備投資需要の取り込みに成功し、大

口受注や複数台受注を多数獲得いたしました。また海外においても、中国や韓国を始めとしたアジア地域、米州、

欧州等の幅広い現地ユーザーからの受注が増加してきております。

営業施策としては、本社工場を利用したプライベートショーや中国、ドイツで開催された国際工作機械見本市に

出展することで、当社製品の技術力をアピールするとともにユーザー層の拡大を積極的に行ってまいりました。

製品面では、６月に小型量産部品加工向けの超小型立形研削盤「USG-3」及びエンジンカムや油圧関係のポンプ加

工向けの立形高速カム研削盤「USG-2CL」を発表いたしました。

当第３四半期累計期間の受注高は7,606,090千円（前年同期比67.6％増）となりました。うち当社主力機種である

立形研削盤は6,126,242千円（前年同期比121.9％増）、横形研削盤は1,232,779千円（前年同期比25.4％減）、その

他専用研削盤は247,068千円（前年同期比99.8％増）となりました。

生産高は4,869,102千円（前年同期比9.4％増）となりました。うち立形研削盤は3,742,841千円（前年同期比

18.2％増）、横形研削盤は962,929千円（前年同期比19.5％減）、その他専用研削盤は163,332千円（前年同期比

87.2％増）となりました。

売上高につきましては、5,247,511千円（前年同期比5.9％増）となりました。品目別に示すと、立形研削盤は

4,005,748千円（前年同期比15.7％増）、横形研削盤は1,037,181千円（前年同期比23.2％減）、その他専用研削盤

は204,580千円（前年同期比44.7％増）となりました。

損益につきましては、営業利益666,034千円（前年同期比16.1％増）、経常利益654,039千円（前年同期比16.5％

増）、四半期純利益436,775千円（前年同期比26.9％増）となりました。
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(2) 財政状態の分析

（流動資産）

当第３四半期会計期間末の流動資産は前事業年度末に比べて596,226千円増加し、4,526,719千円となりました。

これは主に現金及び預金が194,158千円、仕掛品が520,985千円、原材料及び貯蔵品が86,482千円、関係会社短期貸

付金が50,000千円、繰延税金資産が12,649千円増加したこと、売掛金が262,411千円減少したことによるものです。

（固定資産）　

当第３四半期会計期間末の固定資産は前事業年度末に比べて26,074千円減少し、1,181,629千円となりました。こ

れは主に有形固定資産が33,225千円減少したこと、無形固定資産が2,899千円増加したことによるものです。　

（流動負債）　

当第３四半期会計期間末の流動負債は前事業年度末に比べて301,643千円増加し、970,532千円となりました。こ

れは主に買掛金が255,359千円、製品保証引当金が8,943千円、役員賞与引当金が13,310千円、流動負債（その他）

に含まれる未払費用が69,989千円増加したこと、未払法人税等が33,865千円、流動負債（その他）に含まれる未払

消費税が14,780千円減少したことによるものです。

（固定負債）

当第３四半期会計期間末の固定負債は前事業年度末に比べて50,654千円減少し、526,288千円となりました。これ

は主にリース債務が47,272千円減少したことによるものです。

（純資産）

当第３四半期会計期間末の純資産は前事業年度末に比べて319,162千円増加し、4,211,528千円となりました。こ

れは主に利益剰余金が319,246千円増加したことによるものです。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあり

ません。

 

(4) 研究開発活動

当第３四半期累計期間の研究開発費の総額は80,900千円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 9,000,000

計 9,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成29年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成29年11月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,978,200 2,978,200
東京証券取引所
JASDAQ

（スタンダード）
（注）１、２

計 2,978,200 2,978,200 ― ―
 

（注）１　普通株式は完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない、当社として標準となる株式であります。

２　単元株式数は100株であります。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年９月30日 ─ 2,978,200 ─ 700,328 ─ 387,828
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載することが

できませんので、直前の基準日である平成29年６月30日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成29年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式     39,900
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式  2,937,900 29,379 －

単元未満株式 普通株式        400 － －

発行済株式総数 2,978,200 － －

総株主の議決権 － 29,379 －
 

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式56株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成29年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社太陽工機

新潟県長岡市西陵町
221番35

39,900 － 39,900 1.34

計 － 39,900 － 39,900 1.34
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成29年７月１日から平成29年

９月30日まで)及び第３四半期累計期間(平成29年１月１日から平成29年９月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社を有しておりませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成28年12月31日)
当第３四半期会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 436,318 630,477

  売掛金 1,748,225 1,485,813

  仕掛品 1,026,351 1,547,337

  原材料及び貯蔵品 169,945 256,428

  関係会社短期貸付金 450,000 500,000

  繰延税金資産 59,156 71,805

  その他 41,495 35,856

  貸倒引当金 △1,000 △1,000

  流動資産合計 3,930,493 4,526,719

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 597,888 571,307

   土地 297,080 297,080

   その他（純額） 199,627 192,983

   有形固定資産合計 1,094,596 1,061,370

  無形固定資産 32,863 35,763

  投資その他の資産   

   繰延税金資産 2,646 2,099

   その他 77,597 82,396

   投資その他の資産合計 80,243 84,496

  固定資産合計 1,207,704 1,181,629

 資産合計 5,138,197 5,708,349

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 214,582 469,942

  未払法人税等 142,470 108,605

  製品保証引当金 38,699 47,642

  役員賞与引当金 - 13,310

  その他 273,136 331,032

  流動負債合計 668,888 970,532

 固定負債   

  リース債務 547,755 500,482

  その他 29,186 25,805

  固定負債合計 576,942 526,288

 負債合計 1,245,831 1,496,820

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 700,328 700,328

  資本剰余金 472,960 472,960

  利益剰余金 2,752,845 3,072,091

  自己株式 △33,768 △33,851

  株主資本合計 3,892,366 4,211,528

 純資産合計 3,892,366 4,211,528

負債純資産合計 5,138,197 5,708,349
 

 

EDINET提出書類

株式会社太陽工機(E02360)

四半期報告書

 8/12



(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期累計期間
(自 平成28年１月１日
　至 平成28年９月30日)

当第３四半期累計期間
(自 平成29年１月１日
　至 平成29年９月30日)

売上高 4,955,087 5,247,511

売上原価 3,490,289 3,700,867

売上総利益 1,464,797 1,546,643

販売費及び一般管理費 891,358 880,609

営業利益 573,439 666,034

営業外収益   

 受取利息 277 520

 助成金収入 4,256 3,756

 受取手数料 921 1,252

 その他 2,207 1,125

 営業外収益合計 7,661 6,655

営業外費用   

 支払利息 15,742 15,009

 売上割引 67 -

 支払手数料 1,002 964

 その他 2,752 2,676

 営業外費用合計 19,564 18,650

経常利益 561,536 654,039

特別利益   

 固定資産売却益 2,036 -

 特別利益合計 2,036 -

税引前四半期純利益 563,572 654,039

法人税、住民税及び事業税 178,692 229,365

法人税等調整額 40,657 △12,102

法人税等合計 219,350 217,263

四半期純利益 344,222 436,775
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

　該当事項はありません。

 

(追加情報)

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１四半

期会計期間から適用しております。

 
(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期累計期間
(自 平成28年１月１日
至 平成28年９月30日)

当第３四半期累計期間
(自 平成29年１月１日
至 平成29年９月30日)

減価償却費 90,063千円 81,312千円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間(自 平成28年１月１日 至 平成28年９月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年３月29日
　定時株主総会

普通株式 58,765 20.00 平成27年12月31日 平成28年３月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 

当第３四半期累計期間(自 平成29年１月１日 至 平成29年９月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年３月28日
　定時株主総会

普通株式 117,529 40.00 平成28年12月31日 平成29年３月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、研削盤の製造及び販売を事業内容とする単一セグメントであり、開示対象となるセグメントはありませ

んので、記載を省略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期累計期間
(自 平成28年１月１日
至 平成28年９月30日)

当第３四半期累計期間
(自 平成29年１月１日
至 平成29年９月30日)

　　１株当たり四半期純利益金額 117.15円 148.65円

    (算定上の基礎)   

   四半期純利益金額(千円) 344,222 436,775

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

   普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 344,222 436,775

    普通株式の期中平均株式数(株) 2,938,245 2,938,238
 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

 

２ 【その他】

　該当事項はありません。

 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年11月９日

株式会社太陽工機

取締役会  御中

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   　平岡　義則　㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　　仲　　昌彦　㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社太陽工

機の平成29年１月１日から平成29年12月31日までの第33期事業年度の第３四半期会計期間（平成29年７月１日から平成

29年９月30日まで）及び第３四半期累計期間（平成29年１月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社太陽工機の平成29年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終

了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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